
平成 年度実績に関する事務事業評価表
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9,174,120

2,000

第１号被保険者の資格取得・喪失等の各種届出受理及び住民異動届に係る国民年金異動処理並びに国民年金制度の普及・啓発。
１号期間のみ有する者の未支給、障害、死亡一時金等年金請求手続き。
保険料免除申請書の受付及び所得情報の確認。保険料未納者対策に係る所得情報の提供。
保険料納付猶予制度の対象年齢の拡大によるシステム改修とそれにかかる動作検収
第53回全国都市国民年金協議会総会及び研修会（富山市開催）への出席
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法令に基づき、適正な事務執行に努めている。
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28-２　国民年金制度の周知・啓発

３．民生費
１．社会福祉費
７．国民年金費

被保険者(１号、３号、任意)　　老齢福祉年金、基礎年金等受給者

1,161 
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目
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保険料免除申請受付件数 1,000 
100 

1,000 

27年度

1,700 

1,000 

総合計画に主要事業として記載

1,700 

単位

116.1%
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国民年金法 総合計画等への記載

26年度

100 100 

180 

適切に事務処理できた割合

市民課国民年金事務
国民年金事務
法定受託事務

市民係
0765-23-1012

担
当
部
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終了年度昭和３４年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
1,976 

87 

計画
指　標　名

導入予定なし

国民年金制度は老齢、障害又は死亡によって国民生活の安定が損なわれることを国民の共同連帯によって防止し、健全な国民生活の維持及
び向上に寄与することを目的に、国民の老齢、障害又は死亡に関して必要な給付を行う制度である。法定受託事務として、資格関係届出の
受理・審査、住民異動届に伴う異動処理、各種年金請求の手続きの受理・審査、老齢福祉年金諸届けの受理・審査、国民年金に関する広報
及び相談、管轄の年金事務所への送付や制度運営上必要な協力・連携を行っている。

実績
28年度

対象となる１号被保険者(農林漁業従事者、自営業者、学生、一般的退職者)を現実に把握し、
その資格について住所要件、年齢要件、生活維持要件などを満たしているか確認し、正確に適用する。

第１号被保険者の資格取得・喪失等の各種届出受理及び住民異動届に係る国民年金異動処理並びに国民年金制度の普及・啓発。１号期間の
み有する者の未支給、障害、死亡一時金等年金請求手続き。保険料免除申請書の受付及び所得情報の確認。保険料未納者対策に係る所得情
報の提供。
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　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち
９　健康で安心して暮らせる社会の構築
28　社会保障制度の適切な運営
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